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平成30年第２回定例会　議案の概要

第２回定例会
（会期：平成30年６月８日～６月28日）

議決した案件
●条例案…20件　●予算案…２件　●承認案…２件　●同意案…４件　●その他…11件

●議員提出議案…２件　●請願…１件　●議長発議…２件
（●全会一致可決…36件　●賛成多数可決…８件）

Pick Up

新
美
術
館
の
建
設
契
約
を
締
結

　

西
条
中
央
公
園
南
側
に
建
設
予
定
の
（
仮
称
）
東
広
島
市
立
美
術
館
の
新
築
工

事
に
係
る
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
の
議
案
が
提
出
さ
れ
、
賛
成
多
数
で
可
決

さ
れ
ま
し
た
。

◎
文
教
厚
生
委
員
会
で
の
質
疑

Ｑ 　

そ
れ
ぞ
れ
の
契
約
に
関
す
る
落

札
率
は
何
％
か
？

Ａ 　

建
築
工
事
が
約
97
％
、
電
気
工

事
が
約
90
％
、
機
械
工
事
が
約

98
％
で
あ
る
。

Ｑ 　

応
札
の
業
者
数
と
、
そ
の
内
、

東
広
島
市
内
の
業
者
が
何
者
応
札

し
た
の
か
？

Ａ
建
築
工
事

　

 

応
札
者
が
4
者
で
、
東
広
島
市
内

本
店
1
者
が
、
特
定
建
設
工
事
共

同
企
業
体
の
中
に
入
っ
て
い
る
。

　

電
気
工
事

　

 

応
札
者
が
3
者
で
、
東
広
島
市
内

本
店
の
業
者
2
者
と
市
内
営
業
所

1
者
が
、
特
定
建
設
工
事
共
同
企

業
体
の
中
に
入
っ
て
い
る
。

　

機
械
工
事

　

 

応
札
者
が
2
者
で
、
市
内
営
業
所

1
者
が
、
特
定
建
設
工
事
共
同
企

業
体
の
中
に
入
っ
て
い
る
。

くらら方面から見た完成イメージ

工事 契約金額 契約相手
建　　築 14億2,398万円　 松井建設株式会社中国営業所

電　　気 2億3,714万円余
大和・国土技建特定建設工事共同企業体
　代表者：大和電気工事株式会社広島営業所
　構成員：国土技建株式会社

機　　械 4億6,440万円　
ダイダン・三共冷熱特定建設工事共同企業体
　代表者：ダイダン株式会社中国支店
　構成員：株式会社三共冷熱
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Select.2

Select.1
〈
議
案
第
131
号
〉

個
人
市
民
税
・
市
た
ば
こ
税
に
つ
い
て

市
税
条
例
等
を
改
正

　

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
個
人
の
市
民
税
に
係
る
非
課
税
基
準
額
の

引
き
上
げ
や
、
市
た
ば
こ
税
の
税
率
の
引
き
上
げ
な
ど
に
つ
い
て
、
市
税
条
例
を

改
正
し
ま
し
た
。

〈
議
案
第
140
号
〉

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を

改
正
し
ま
す

　

東
広
島
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、
国
民
健
康
保
険
税
の

課
税
限
度
額
を
引
き
上
げ
、
軽
減
措
置
に
係
る
軽
減
判
定
所
得
の
算
定
方
法
を
変

更
し
て
軽
減
対
象
を
拡
大
し
ま
し
た
。

◎
主
な
改
正
内
容

　

①
課
税
限
度
額

　
　

  　

国
民
健
康
保
険
税
の
う
ち

「
基
礎
課
税
額
」に
つ
い
て
、54
万

円
を
58
万
円
に
引
き
上
げ
ま
す
。

　
　

※ 

「
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課

税
額
」
と
「
介
護
納
付
金
課

税
額
」
は
据
え
置
き
。

　

②
軽
減
措
置

　
　

  　

軽
減
措
置
に
係
る
軽
減
判
定
所

得
の
算
定
に
お
い
て
、被
保
険
者
の

数
に
乗
じ
る
金
額
を
、5
割
軽
減
の

対
象
と
な
る
世
帯
は
27
万
円
を
27

万
5
，0
0
0
円
に
、2
割
軽
減
の

対
象
と
な
る
世
帯
は
49
万
円
を
50

万
円
に
引
き
上
げ
ま
す
。

◎
主
な
改
正
内
容

　

1　

個
人
の
市
民
税

　

①
障
害
者
等
に
対
す
る
見
直
し

　

  　

非
課
税
措
置
と
な
る
障
害
者
、

未
成
年
者
、
寡
婦
及
び
寡
夫
の
前

年
の
合
計
所
得
金
額
が
125
万
円
か

ら
135
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

②
均
等
割
・
所
得
割
の
見
直
し

　

  　

均
等
割
・
所
得
割
が
非
課
税
と

な
る
基
準
が
10
万
円
引
き
上
げ
ら

れ
ま
す
。

　

③
調
整
控
除
の
見
直
し

　

  　

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
2
千

500
万
円
を
超
え
る
所
得
割
の
納
税
義

務
者
に
は
調
整
控
除
を
適
用
し
な
い
。

　

④
施
行
期
日

　
　

平
成
33
年
1
月
1
日

　

2　

市
た
ば
こ
税

　

  　

た
ば
こ
税
率
が
3
段
階
で
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

＜市たばこ税の改正内容＞
（税率：1,000本当たり）

現行 5,262円

改正

H30. 10. 1から 5,692円

H32. 10. 1から 6,122円

H33. 10. 1以降 6,552円

◎
こ
ん
な
自
由
討
議
が
あ
り
ま
し
た

○ 　

今
回
、
提
出
さ
れ
た
議
案
で
改

正
し
よ
う
と
し
て
い
る
課
税
限
度

額
の
引
き
上
げ
に
つ
い
て
、
所
得

に
対
す
る
課
税
限
度
額
の
適
正
額

と
言
え
る
の
か
疑
問
で
あ
る
。

○ 　

国
民
皆
保
険
制
度
を
堅
持
し
な

く
て
は
い
け
な
い
と
い
う
観
点
か

ら
、
今
回
、
や
む
な
く
こ
の
よ
う

な
形
に
な
っ
た
の
で
あ
ろ
う
。
現

在
は
制
度
の
過
渡
期
で
あ
り
、
難

し
い
状
況
の
中
で
出
て
き
た
数
字

だ
ろ
う
と
思
う
。
今
後
の
推
移
を

見
守
っ
て
い
き
た
い
。



市議会だより　2018.9page.21

平成30年第２回定例会　議案の概要

Select.4

Select.3
〈
議
案
第
143
号
〉

大
規
模
な
設
備
投
資
を
行
う
企
業
に

対
す
る
助
成
措
置
を
拡
充
し
ま
す

　
本
市
産
業
の
継
続
的
な
発
展
の
た
め
、
市
内
の
工
場
等
へ
の
設
備
投
資
（
投
下

固
定
資
産
総
額
が
10
億
円
以
上
）
を
積
極
的
に
行
う
企
業
に
対
し
、
必
要
な
助
成

措
置
を
拡
充
す
る
も
の
で
す
。

〈
議
案
第
150
号
〉

平
成
30
年
度
一
般
会
計
予
算
を

増
額
補
正
し
ま
し
た

　
平
成
30
年
度
東
広
島
市
一
般
会
計
に
つ
い
て
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
5
億

9
，
2
0
4
万
3
千
円
、
補
正
後
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
、
7
5
2
億

4
，
2
0
4
万
3
千
円
と
す
る
こ
と
が
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

◎
拡
充
す
る
理
由

　  

　
現
在
、
企
業
の
投
資
意
欲
は
非

常
に
高
く
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
大

型
規
模
の
投
資
案
件
が
続
い
て
い

ま
す
。

　  

　
そ
の
よ
う
な
案
件
に
つ
い
て
、

さ
ら
な
る
投
資
額
の
上
積
み
を
促

進
し
、
翌
年
度
以
降
も
本
市
へ
の

大
型
投
資
を
継
続
さ
せ
て
い
く
た

め
、
産
業
集
積
促
進
助
成
金
の
助

成
金
額
の
増
額
を
行
い
ま
す
。

◎
拡
充
の
内
容

　  

　
助
成
金
の
限
度
額
を
、
3
億
円

か
ら
5
億
円
に
改
め
ま
す
。

○助成措置の対象（変更なし）
　  　設備投資に係る家屋及び償却資産の取得価額の合計額が
10億円以上であること。また、公害を防止するための適切な
措置が講じられていること。これらいずれにも該当する設備
投資をしようとする事業者で、助成措置の対象として指定を
受けたもの。
○助成金（拡充）
　  　設備投資のために取得した家屋及び償却資産に対し、初め
て賦課される固定資産税に相当する額に100分の20を乗じて
得た額、又は、５億円のいずれか低い額（各年度につき１回
を限度）。

◎一般会計補正予算の概要

補正内容

歳入歳出予算 ５億９，２０４万３千円の増額

債務負担行為
（仮称）道の駅西条の整備において、国が
行う調整池整備工事が平成31年度にわた
るため、工事負担金の追加

地方債
２事業（都市街路整備事業等）の限度額
を変更

◎主な歳出の補正内容
　○ 1・2歳児の受入れを拡大する私立保育所等への保育士人件
費補助について、対象施設を拡大するための経費

　○ 西条中央巡回線等の街路整備について、早期の事業完了を
目指して、用地取得を前倒しで実施するための経費

　○ 「山・海・島」体験活動に、体験活動専門指導員や看護師、
特別な配慮が必要な児童に対する支援員などの派遣に係る
経費

　○生活保護基準の改定に伴うシステムの改修に係る経費
　○ 河内臨空団地の緑地帯（法面）の破損や法面表層土の侵食
等に対する、工事に係る経費
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Select.6

Select.5
〈
議
員
提
出
議
案
第
1
号
〉

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る

意
見
書

　

平
成
31
年
度
の
政
府
予
算
と
地
方
財
政
の
検
討
に
あ
た
っ
て
、
歳
入
・
歳
出
を

的
確
に
見
積
も
り
、
社
会
保
障
等
の
予
算
の
充
実
と
地
方
財
政
の
確
立
を
目
指
す

こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
国
に
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書
を
提
出

す
る
も
の
で
す
。

〈
議
員
提
出
議
案
第
2
号
〉

核
兵
器
禁
止
条
約
に
署
名
・
批
准
し
、核
兵
器

廃
絶
に
向
け
た
取
り
組
み
を
求
め
る
意
見
書

　

昨
年
7
月
7
日
、
国
連
会
議
で
、
核
兵
器
禁
止
条
約
が
国
連
加
盟
国
の
3
分
の

2
に
あ
た
る
122
カ
国
の
賛
成
で
採
択
さ
れ
、
そ
の
発
効
に
向
け
前
進
し
つ
つ
あ
る

中
で
、
日
本
政
府
に
一
刻
も
早
く
核
兵
器
禁
止
条
約
に
署
名
・
批
准
す
る
こ
と
を

求
め
る
意
見
書
を
提
出
す
る
も
の
で
す
。

意見書の要旨

　政府（国）に、次の事項を実現されるよう強く要望する。
１ 　増大する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う
地方一般財源総額の確保をはかること。

２ 　急増する社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会
保障予算の確保および地方財政措置を的確に行うこと。

３ 　公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十
分な期間の確保を行うこと。

４ 　地域間の財源偏在性の是正のため、税源移譲を行うなど、抜本
的な解決策の協議を進めること。同時に、各種税制の廃止、減税
を検討する際には、地方財政に与える影響を十分検証し、財政運
営に支障が生じることがないよう対応をはかること。

５ 　地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、市
町村合併の算定特例の終了を踏まえた新たな財政需要を把握し、
その対策を講じること。同時に、地方交付税原資の確保について
は、臨時財政対策債へ過度に依存せず、対象国税４税に対する法
定率の引き上げを行うこと。

６ 　地方の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反映させない
こと。

○送付先
　内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、
　  経済産業大臣、内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革担当）・
内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）

意見書の要旨

　「核兵器禁止条約」は、被爆者や核実験被害者への救済を行うこと
も明記されており、被爆国、被害者の切望に応えるものとなっている。
　条文には、核兵器保有国や核の傘のもとにいる国々が参加する余
地をつくり、核兵器の完全廃絶に向けた枠組みが明確にされており、
核兵器保有国が条約に参加する道が開かれている。
　東広島市民は、原子爆弾によって被災した被爆者の救援・救護に
あたり、その悲惨な被害の実相に触れてきており、1985年には市
議会が全会一致で発議した「平和・非核兵器都市東広島市宣言」を
採択し、核兵器廃絶と平和を希求するまちづくりを進めるとともに、
2006年４月には「日本非核宣言自治体協議会」に加入し、他の自治
体と連携し、核兵器廃絶にむけた努力を重ねてきた。
　こうした市民・議会・行政一体の取り組みが、核兵器廃絶の国際
的な世論形成の一翼を担ってきた。
　2017年のノーベル平和賞を受賞したICANは「日本は唯一の戦争被
爆国として禁止条約に参加することで、世界の核軍縮のリーダーと
なり得ます」と日本政府に対する期待を述べている。
　政府は「核兵器を持つ国々と持たない国々の橋渡し役を務める」
と、自ら明言したとおりの積極的な行動が必要であり、一刻も早い
核兵器禁止条約への署名・批准を求める。
○送付先
　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、外務大臣
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議案の審査経過
表決が分かれた案件の表決結果

※「議」は議長「○」は賛成「×」は反対「欠」は欠席

議案番号▶ 議
案
第
127
号

議
案
第
128
号

議
案
第
129
号

議
案
第
140
号

議
案
第
141
号

議
案
第
143
号

議
案
第
150
号

議
員
提
出
議
案

第
1
号会派名 議員名

威 信 会

重光　秋治 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮川　誠子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

杉原　邦男 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高橋　典弘 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

牧尾　良二 議 議 議 議 議 議 議 議

創 志 会

天野　正勝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡田　育三 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大道　博夫 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

玉川　雅彦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奥谷　　求 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

創 生 会

岩崎　和仁 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

坪井　浩一 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

加藤　祥一 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鈴木　利宏 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高 志 会

大谷　忠幸 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

乗越　耕司 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中平　好昭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

梶谷　信洋 欠 欠 欠 欠 欠 欠 欠 欠

清 新 の 会

貞岩　　敬 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

北林　光昭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

重森佳代子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

池田　隆興 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公 明 党

加根　佳基 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

竹川　秀明 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小川　宏子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市民クラブ

中川　　修 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

石原　賢治 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

赤木　達男 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

日本共産党 谷　　晴美 × × × × × × × ×

守 東 会 山下　　守 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本
会
議
の
討
論

● 

議
案
第
127
〜
129
号

　（
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
）

反
対

 

谷
　
晴
美
議
員

　

本
案
は
、
美
術
館
建
設
事
業
の
建

設
工
事
に
係
る
も
の
で
あ
る
が
、
観

光
立
国
推
進
基
本
計
画
で
は
、
文
化

施
設
の
入
場
者
数
等
の
経
済
的
な
項

目
も
多
く
含
ま
れ
て
い
る
。
芸
術
文

化
活
動
は
一
朝
一
夕
に
成
果
が
上
が

る
も
の
で
は
な
く
、
社
会
教
育
施
設

が
独
自
に
採
算
性
を
取
っ
て
利
益
を

上
げ
る
こ
と
は
大
変
で
あ
る
。
そ
の

よ
う
な
中
、
合
併
特
例
債
を
活
用
し

た
建
設
工
事
に
係
る
落
札
率
が
100
％

に
近
い
異
常
な
高
額
価
格
で
あ
り
、

や
が
て
そ
の
つ
け
が
返
済
と
い
う
形

で
市
民
に
回
る
こ
と
に
な
り
、
到
底

納
得
は
得
ら
れ
な
い
た
め
反
対
す
る
。

賛
成

 

岩
崎
　
和
仁
議
員

　

こ
の
美
術
館
の
建
設
に
関
し
て
は
、

こ
の
エ
リ
ア
を
芸
術
文
化
の
拠
点
と

す
る
市
民
活
動
の
意
味
合
い
が
大
き

く
、
決
し
て
経
済
活
動
と
い
う
意
味

で
は
な
い
。
ま
た
電
気
工
事
、
機
械

工
事
に
つ
い
て
は
、
美
術
館
建
設
に
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ど
う
し
て
も
必
要
な
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
価
格
に
つ
い
て
は
、
今
の
適

正
価
格
を
算
出
し
て
100
％
と
い
う
考

え
方
で
あ
り
、
100
％
だ
か
ら
悪
い
と

い
う
の
は
議
論
と
し
て
は
お
か
し
い
。

合
併
特
例
債
と
い
う
非
常
に
有
利
な

起
債
を
利
用
す
る
こ
と
は
、
市
に

と
っ
て
も
有
利
で
あ
る
た
め
賛
成
す

る
。● 

議
案
第
140
号（
東
広
島
市
国
民
健
康

保
険
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
）

反
対

 

谷　

晴
美
議
員

　

保
険
税
の
最
高
額
4
万
円
の
引
き

上
げ
案
は
、
東
広
島
圏
域
の
医
師
が

満
足
に
確
保
で
き
て
い
な
い
状
況
の

も
と
で
医
療
抑
制
が
起
こ
り
、
重
症

化
し
て
診
察
し
て
も
ら
う
と
い
う
状

況
が
さ
ら
に
進
む
こ
と
に
な
り
か
ね

な
い
。
会
計
内
で
対
応
す
る
の
で
は

な
く
、
国
が
1
億
円
以
上
の
高
額
所

得
者
に
対
し
て
所
得
税
の
応
能
負
担

の
機
能
を
強
化
し
、
し
っ
か
り
と
も

と
の
税
率
に
戻
す
だ
け
で
も
市
・
町

の
会
計
を
助
け
る
こ
と
に
な
る
と
考

え
、
反
対
す
る
。

賛
成

 

岩
崎　

和
仁
議
員

　

こ
の
議
案
は
、
低
所
得
者
に
配
慮

す
る
か
否
か
の
議
案
で
あ
り
、
私
は

配
慮
す
べ
き
も
の
と
し
、
賛
成
す
る
。

● 
議
案
第
141
号（
東
広
島
市
家
庭
的
保
育

事
業
等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
）

反
対

 
谷　

晴
美
議
員

　

本
市
は
待
機
児
童
数
が
多
い
中
、

今
後
国
の
補
助
金
を
活
用
し
て
参
入

す
る
事
業
主
も
あ
る
か
も
わ
か
ら
な

い
が
、
安
易
に
調
理
場
が
な
く
て
も

運
営
が
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
食
の

安
全
の
危
機
管
理
に
疑
問
が
残
り
、

市
の
責
任
を
後
退
さ
せ
る
こ
と
に
な

り
、
福
祉
の
増
進
に
は
な
ら
ず
反
対

す
る
。

賛
成

 

重
光　

秋
治
議
員

　

本
議
案
は
、
国
が
猶
予
期
間
の
延

長
を
定
め
た
こ
と
に
関
連
す
る
も
の

で
、
今
後
必
要
に
応
じ
て
ど
う
い
っ

た
形
態
で
保
育
事
業
に
参
加
を
す
る

業
者
が
出
る
か
分
か
ら
な
い
た
め
、

国
の
方
針
に
沿
っ
て
本
市
の
条
例
を

整
理
す
る
こ
と
に
何
ら
異
論
は
な
い

も
の
と
考
え
賛
成
す
る
。

● 

議
案
第
143
号（
東
広
島
市
産
業
集

積
促
進
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
）

反
対

 

谷　

晴
美
議
員

　

兼
業
農
家
も
多
い
東
広
島
市
は
集

約
化
で
き
る
農
地
も
限
定
的
で
、
今

年
か
ら
国
の
交
付
金
も
な
く
な
り
、

年
々
年
金
が
目
減
り
、
実
質
賃
金
が

引
き
下
が
る
も
と
で
、
農
地
の
荒
廃

は
今
後
ま
す
ま
す
広
が
る
も
の
と
予

想
さ
れ
る
。
税
収
を
確
保
す
る
た
め

に
も
投
資
に
後
ろ
向
き
な
国
の
経
済

対
策
が
続
い
て
い
る
中
、
貧
困
と
格

差
を
解
消
し
中
小
企
業
へ
支
援
す
る

こ
と
が
最
大
の
経
済
対
策
で
あ
り
、

一
企
業
へ
の
優
遇
策
と
判
断
し
反
対

す
る
。

賛
成

 

宮
川　

誠
子
議
員

　

企
業
の
大
型
設
備
投
資
に
対
し
て

固
定
資
産
税
の
2
割
を
助
成
す
る
も

の
で
、
限
度
額
を
3
億
円
か
ら
5
億

円
に
引
き
上
げ
よ
う
と
す
る
も
の
だ

が
、
助
成
額
5
億
円
に
該
当
す
る
投

資
は
2
，
0
0
0
億
円
以
上
で
あ
る
。

今
回
対
象
と
想
定
さ
れ
て
い
る
市
内

半
導
体
製
造
企
業
は
、
こ
れ
ま
で
も

市
の
雇
用
や
税
収
面
に
お
い
て
市
財

政
に
も
貢
献
し
て
お
り
、
1
社
に
限

ら
ず
活
発
な
投
資
を
促
す
た
め
に
必

要
で
あ
る
。

美術館新築工事の完成予想図
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● 

議
案
第
150
号（
平
成
30
年
度
東
広

島
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
2
号
））

反
対

 

谷　

晴
美
議
員

　

中
国
残
留
孤
児
の
支
援
金
削
減
に

係
る
シ
ス
テ
ム
変
更
で
今
後
3
年
間

に
生
活
保
護
基
準
額
5
％
削
減
が
見

込
ま
れ
て
い
る
。
そ
も
そ
も
生
活
保

護
基
準
の
削
減
は
、
介
護
保
険
料
、

そ
の
他
の
公
共
利
用
料
の
軽
減
、
基

礎
年
金
、
就
学
援
助
制
度
な
ど
な
ど

多
数
の
支
援
に
連
動
す
る
も
の
で
、

多
く
の
市
民
に
影
響
す
る
も
の
で
あ

る
。
憲
法
第
25
条
を
脅
か
す
こ
と
に

な
り
断
じ
て
認
め
る
こ
と
は
で
き
な

い
。賛

成

 

宮
川　

誠
子
議
員

　

反
対
討
論
に
あ
っ
た
生
活
保
護
の

件
は
国
の
制
度
で
あ
り
地
方
議
会
で

何
と
か
な
る
こ
と
で
は
な
い
。
こ
の

補
正
予
算
の
中
に
は
、
1
、
2
歳
児

の
受
け
入
れ
を
拡
大
す
る
私
立
保
育

所
に
助
成
す
る
保
育
士
確
保
補
助
金

な
ど
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
待
機
児
童

対
策
に
対
応
す
る
経
費
等
必
要
な
も

の
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

● 

議
員
提
出
議
案
第
1
号

　
 （

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を

求
め
る
意
見
書
の
提
出
）

反
対
 

谷　

晴
美
議
員

　

独
自
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
で
は
消
費

税
増
税
に
反
対
す
る
市
民
の
声
は
大

き
い
。
富
裕
層
や
大
企
業
の
税
率
を

も
と
の
高
い
時
期
ま
で
戻
せ
ば
財
源

は
確
保
で
き
る
と
判
断
し
反
対
す
る
。

賛
成

 

高
橋　

典
弘
議
員

　

地
方
財
政
改
革
は
、
骨
太
の
方
針

2
0
0
2
に
お
い
て
国
庫
補
助
金
改

革
、
税
源
移
譲
に
よ
る
地
方
分
権
と

地
方
交
付
税
の
削
減
に
よ
る
財
政
再

建
を
セ
ッ
ト
で
行
う
い
わ
ゆ
る
三
位

一
体
の
改
革
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て

い
た
が
、
結
果
と
し
て
税
源
移
譲
よ

り
補
助
金
削
減
額
の
ほ
う
が
多
く
、

加
え
て
地
方
交
付
税
と
財
源
対
策
債

削
減
状
況
の
ま
ま
今
日
に
至
っ
て
い

る
。

　

本
地
方
自
治
体
経
営
の
財
源
確
保

に
関
す
る
意
見
書
を
提
出
す
る
こ
と

は
、
地
方
議
会
と
し
て
の
責
務
だ
と

考
え
る
。

● 

議
員
提
出
議
案
第
2
号

　

 （
核
兵
器
禁
止
条
約
に
署
名
・
批
准

し
、
核
兵
器
廃
絶
に
向
け
た
取
り

組
み
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出
）

賛
成

 

谷　

晴
美
議
員

　

世
界
の
核
兵
器
の
数
は
2
0
1
8

年
3
月
現
在
、
1
万
4
，
2
0
0
発

あ
る
。

　

核
兵
器
廃
絶
署
名
は
国
連
に
515
万

4
，
8
6
6
人
分
が
提
出
さ
れ
、
今

回
と
同
様
の
意
見
書
の
採
択
は
、
全

国
の
自
治
体
で
2
0
1
8
年
5
月
1

日
現
在
259
、
ま
た
、
県
内
議
長
会
で

も
賛
成
多
数
で
国
に
送
致
さ
れ
て
い

る
中
、
東
広
島
市
議
会
で
も
ぜ
ひ
全

員
賛
成
・
採
択
さ
れ
る
こ
と
を
切
望

す
る
。

賛
成

 

高
橋　

典
弘
議
員

　

国
は
Ｎ
Ｐ
Ｔ
の
批
准
・
署
名
を

行
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
同

盟
国
関
係
の
安
全
保
障
の
問
題
で
、

現
実
的
な
核
拡
散
防
止
の
み
を
訴
え

ざ
る
を
得
な
い
姿
勢
に
は
一
定
の
理

解
を
示
す
が
、
被
爆
国
と
し
て
、
ま

た
、
被
爆
県
と
し
て
、
我
々
は
核
の

な
い
世
界
を
訴
え
る
こ
と
は
当
然
の

義
務
だ
と
考
え
る
。

　

恒
久
的
な
市
民
の
平
和
な
暮
ら
し

と
世
界
の
平
和
を
願
い
、
本
市
議
会

が
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
発
す
る
こ
と
は
必

然
の
行
動
だ
と
考
え
、
賛
成
す
る
。
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委
員
会
審
査
概
要

総
務
委
員
会

 

● 

議
案
第
130
号
（
附
属
機
関
の
設
置

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

東
広
島
市
大
学
教
員
発
ベ

ン
チ
ャ
ー
創
出
支
援
事
業
補

助
金
審
査
委
員
会
に
つ
い
て
、
公
平

性
が
求
め
ら
れ
る
と
思
う
が
、
構
成

は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。

　
　
　
　

中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
、

ひ
ろ
し
ま
産
業
振
興
機
構
、

西
部
工
業
技
術
セ
ン
タ
ー
、
産
業
技

術
総
合
研
究
所
中
国
セ
ン
タ
ー
等
を

科
学
技
術
の
専
門
的
知
識
を
有
す
る

と
こ
ろ
と
し
て
、
日
本
政
策
金
融
公

庫
等
を
企
業
経
営
の
知
識
を
有
す
る

と
こ
ろ
と
し
て
想
定
し
て
い
る
。

● 

議
案
第
131
号
（
東
広
島
市
税
条
例

等
の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

加
熱
式
た
ば
こ
の
課
税
標

準
の
内
容
は
。

QＡQ

　
　
　
　

税
負
担
の
少
な
い
加
熱
式

た
ば
こ
の
区
分
を
新
た
に
追

加
し
、
段
階
的
に
引
き
上
げ
て
い
く

こ
と
で
税
の
公
平
を
図
る
。

● 

議
案
第
133
号
（
地
域
再
生
法
に
規

定
す
る
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お

け
る
固
定
資
産
税
の
特
例
に
関
す

る
条
例
の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

東
京
23
区
か
ら
東
広
島
市

に
移
転
し
て
事
業
を
始
め
た

事
業
者
は
い
る
の
か

　
　
　
　

本
市
で
の
実
績
は
な
い
。

ＡQＡ

　
　
　
　

地
域
再
生
計
画
は
い
つ
ご

ろ
認
定
を
受
け
た
の
か
。

　
　
　
　

広
島
県
と
県
内
23
市
町
で

取
り
組
む
地
域
再
生
計
画
を

策
定
し
、
平
成
27
年
10
月
2
日
に
認

定
を
受
け
て
い
る
。

● 

議
員
提
出
議
案
第
1
号
（
地
方
財

政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見

書
の
提
出
）

　
　
　
　

国
に
お
い
て
三
位
一
体
改

革
が
進
め
ら
れ
て
き
た
が
、

実
態
と
し
て
う
ま
く
い
っ
て
い
な
い
。

そ
の
改
善
を
求
め
る
も
の
と
い
う
考

え
方
で
良
い
か
。

　
　
　
　

そ
の
と
お
り
で
、
補
助
金

な
ど
も
必
ず
地
方
が
負
担
し

な
く
て
は
な
ら
な
い
も
の
が
あ
り
、

交
付
税
も
含
め
て
地
方
財
政
の
確
保

を
し
っ
か
り
と
し
て
欲
し
い
と
考
え

る
も
の
で
あ
る
。

QＡQＡ

文
教
厚
生
委
員
会

● 

議
案
第
121
号
及
び
124
号
（
財
産
の

無
償
譲
渡
・
財
産
の
無
償
貸
付
け
）

　
　
　
　

乃
美
尾
老
人
会
館
の
老
朽

化
度
合
は
ど
の
程
度
か
。

　
　
　
　

昭
和
52
年
の
建
築
で
築
42

年
で
あ
る
。

● 

議
案
第
138
号
（
東
広
島
市
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
職
員
及
び
運

営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

主
任
介
護
支
援
専
門
員
に

導
入
さ
れ
た
更
新
制
の
詳
細

に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

　
　
　
　

更
新
の
た
め
の
研
修
を
受

け
る
義
務
づ
け
が
今
ま
で
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
更
新
制
度
が

導
入
さ
れ
、
5
年
以
内
ご
と
に
更
新

研
修
46
時
間
を
受
講
す
る
こ
と
に
よ

QＡQＡ
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り
主
任
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
の

資
格
が
更
新
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

目
的
と
し
て
は
、
主
任
介
護
支
援
専

門
員
の
資
質
向
上
を
図
り
、
ケ
ア
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
質
を
向
上
さ
せ
る
た

め
の
も
の
で
あ
る
。

●
議
案
第
139
号
（
東
広
島
市
介
護
保

険
条
例
等
の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ

ス
の
人
員
に
関
す
る
基
準
の

う
ち
、
主
に
身
体
介
護
を
必
要
と
す

る
中
重
度
者
で
あ
る
利
用
者
に
対
し
、

サ
ー
ビ
ス
提
供
に
当
た
る
者
に
生
活

援
助
従
事
者
研
修
課
程
を
修
了
し
た

者
を
含
め
な
い
と
さ
れ
た
こ
と
に
つ

い
て
、
そ
の
経
緯
は
ど
の
よ
う
な
も

の
か
。

　
　
　
　

限
ら
れ
た
人
材
を
有
効
活

用
す
る
観
点
か
ら
、
介
護
人

材
の
裾
野
を
広
げ
る
と
い
う
考
え
の

も
と
、
介
護
福
祉
士
な
ど
専
門
性
の

高
い
人
材
は
中
重
度
者
の
身
体
介
護

や
認
知
症
高
齢
者
に
集
中
的
に
か
か

わ
り
、
軽
度
者
や
家
事
支
援
等
は
幅

広
い
層
で
担
う
と
い
う
方
向
性
を
打

QＡ

ち
出
さ
れ
た
。

市
民
経
済
委
員
会

●
議
案
第
143
号
（
東
広
島
市
産
業
集

積
条
例
の
一
部
改
正
）

　
　
　
　

市
内
に
対
象
と
な
る
企
業

は
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
。

ま
た
、
今
後
増
え
て
い
く
見
込
み
は

あ
る
の
か
。

　
　
　
　

現
在
想
定
し
て
い
る
の
は

1
社
で
あ
る
が
、
今
後
増
え

る
可
能
性
は
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

　
　
　
　

助
成
金
を
2
億
円
増
額
し

た
理
由
は
何
か
。

　
　
　
　

投
資
規
模
が
想
定
し
て
い

た
額
を
大
き
く
上
回
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
従
前
の
上
限

額
3
億
円
で
は
少
な
い
と
判
断
し
見

直
し
た
も
の
で
あ
る
。

QＡQＡ

建
設
委
員
会

●
議
案
第
125
号
及
び
126
号
（
市
道
の

路
線
の
廃
止
及
び
認
定
に
つ
い
て
）

　
　
　
　

下
野
原
12
号
線
の
廃
止
、

認
定
の
理
由
は
何
か
。

　
　
　
　

路
線
に
隣
接
す
る
吉
川
工

業
団
地
に
あ
る
、
立
地
企
業

の
工
場
増
設
に
よ
る
も
の
。

　
　
　
　

下
野
原
12
号
線
を
廃
止
後
、

市
道
と
し
て
認
定
す
る
必
要

が
あ
る
の
か
。

　
　
　
　

途
中
に
あ
る
、
認
定
外
道

路
へ
接
続
す
る
市
道
を
残
す

必
要
が
あ
る
た
め
。

QＡQＡ

新
副
議
長
決
ま
る

　

議
会
の
申
し
合
わ
せ
に
よ
り
副
議

長
は
1
年
で
交
代
す
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
平
成
30
年
第
2

回
定
例
会
で
、
奥
谷
求
副
議
長
か
ら

辞
職
願
が
提
出
さ
れ
、
許
可
さ
れ
ま

し
た
。
ま
た
、
こ
れ
に
伴
い
、
副
議

長
選
挙
が
行
わ
れ
、
指
名
推
選
に
よ

り
竹
川
秀
明
議
員
が
副
議
長
に
当
選

し
ま
し
た
。

掲
載
記
事
の
訂
正
に
つ
い
て

　

市
議
会
だ
よ
り
177
号
に
お
い
て
、

20
Ｐ
の
最
下
段
の
一
般
質
問
の
答
弁

者
に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。
訂
正
し
、

お
詫
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

正　
「
大
垣
学
校
教
育
部
長
」

　

誤　
「
増
田
健
康
福
祉
部
長
」 副議長　竹川　秀明


